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1 背景と目的

　 2015年 12月、パリ協定が採択され、地

球の平均気温の上昇範囲を産業革命前から 2

℃未満に抑えることが定められた。この目標

を達成するには、炭化水素燃料の使用を大幅

に抑えなければならず、発電部門だけでなく

運輸部門における対策は必要不可欠である。

　電気自動車 (EV)による GHG削減対策は

燃料消費を電化できるという意味で意義が大

きいので、今までガソリン価格の上昇や規制

強化に伴い何度か EVの開発機運は高まって

いた。しかし、動力性能・価格・走行距離・

充電時間など様々な課題があり、普及のはし

なかった。しかし、2017年に入り、企業が急

激に EV の開発を宣言し始めた。独 VW は

2025年までに 50種類・300万台の EVの発

売を宣言し、トヨタもマツダとデンソーと新

会社を設立し EVの開発を本格化する。本研

究の目的は、EVがなぜ今になって企業が開

発を始めたかを説明することにある。まず、3

つの論点について先行研究の整理を行った。

2 先行研究の整理

■1：EV が普及しなかったのは、社会全体

では経済的に効率が悪かったためである 　

先行研究では環境政策的な観点で言えば、自

動車による GHG 削減対策非効率であると

の指摘があった。地球環境産業技術研究機

構 (2016)によると、産業部門の 2.5%、エネ

ルギー部門の 7.2% が限界削減費用 (MAC)

が 50 ドル以内である一方、乗用車による対

策は 200 ドルを超える。Nordhaus (2016)

は DICE モデルを用い、炭素の社会的費用

(SCC)を 2015年に 31.2ドル/tCO2と試算

していることから、非常に高いと言える。米

での研究 (Onat et al., 2015)は、期待できる

GHG削減削減量も走行実態によって EVと

HV で大差ないことを示している。そこで、

まず EVが費用対効果の観点から導入される

べきか、日本の走行実態をもとに評価する。

さらに社会インパクトを評価するために、自

動車による GHG対策と、その他手法による

対策を、産業連関分析によって生産波及効果

の比較を行う。

■2：近年、企業が環境外部性を内部化できる

ような環境が整いつつある 　企業による外

部不経済の内部化に関して、トレードオフで

あると考えられてきた、経済性と社会性を両

立する考えが生まれてきている。(Margolis

et al., 2009)は、メタ研究で企業の社会性と

経済性追求活動の間には、弱い正の相関関

係があることを明らかにした。また、Porter

and Kramer (2006) は、社会性と経済性が

相乗効果をもたらすケースもあると主張し、

共有価値の創造 (CSV) の概念を提唱してい

る。自動車業界を中心に様々な事例から、企

業の社会性と経済性追求の動きを体系的に説

明する。

■3：そのため、EVシフトによって企業にメ

リットとなる状況になってきている 　本研

究の目標としては、体系化した事例をもとに、



企業による EVシフトを理論的に説明を行う

ことである。企業行動に関する理論的研究に

は、Porter (1991)の仮説「適切に設計された

環境規制は、国際市場において競争上の優位

を獲得し、国内産業の生産性も向上する」に

対する議論が参考になる。Xepapadeas and

de Zeeuw (1999) は、排出量課税によって、

企業は比較的低コストな新技術を獲得しよう

とする一方、環境性と企業利益の win-win状

況は、利潤最大化を目的とした最適制御問題

では期待できないことを示した。またMohr

(2002)は学習モデルを用いた分析を行い、内

生的な技術の変化がポーター仮説を実行可能

なものにするが、生産規模の外部経済が企業

の新たな技術採用を妨げるとしている。環境

規制が成果に及ぼす影響については、Viscusi

(1983) が、規制による罰則が増大すること

で静的なモデルでは企業の成果と利益が減少

し、追加規制の可能性によって機会ロスが生

じることを明らかにしている。この中で、近

年の企業の動きは特異に見える。例えば、ア

メリカがパリ協定の離脱を宣言した際、逆に

多数の企業は離脱へ賛同しない意を示した。

その意味で、企業の環境性の追求は、規制対

応の影響だけで語られるべきではなく、より

包括的な説明が必要である。　

3 EV対策の経済的な効率

　 GAM による 2015-50 年の長期コスト

最適化の結果、消費者の走行実態を考慮する

と、EVは最後にならないと導入されないと

いう結果を得た。さらに、MAC としては、

図 1に示すように、4万円強が自動車による

GHG対策のボリュームゾーンであることが

わかった。

　さらに、産業連関表を用いた経済波及効

果を行った。分析には輸入を考慮した国内付

加価値増加分 ∆V Aの計算方法を用いた。A

は投入係数行列、M は輸入係数行列、∆F は

図 1: 日本の自動車対策におけるMAC

最終消費増、V は付加価値ベクトルである。

∆V A = V • (I − (I −M)A)−1(I −M)∆F

H =
∑

pilogpi（pi = V Ai/
∑

V A

　結果、EVによる GHG削減ポテンシャル

は、PVや風力発電、LEDと比較しても小さ

く、MACでは一番高い結果となった。一方

で多様性の観点では EV が一番優れており、

国の産業活性化政策として幅広い業界にメ

リットを与えられる。国内付加価値の観点か

らは、仮に EV産業を現状の自動車産業と同

じ程度輸出産業に発展させられれば、他の手

法と比べて優れていることが説明できた（図

2）。まとめると、EV導入は経済的な意義は

大きいが、GHG削減の点では消費者の費用

負担が大きく、実現できなかったということ

だろう。　

図 2: 製品輸出を仮定した国内付加価値率



4 企業による環境外部性の内部化

　 　企業による外部不経済の内部化に関

して、トレードオフだと考えられてきた経済

性と社会性を両立する動き、すなわち規制に

関係なく低炭素技術の開発を”儲かるからす

る”考えが生まれてきている理由を事例を交

えつつ、体系化できた。

　その理由は主に 3つあり、1つ目はリーマ

ンショック以前の短期主義的な投資に対する

反省から、投資スパンが長期化したことであ

る。それに伴い、パリ協定などの世界的な気

候変動の枠組の動きに連動するように、ESG

投資という環境にポジティブな事業に投資を

行い、ネガティブな分野からは撤退する動き

が生まれたことが大きな理由であった。

　 2つ目に消費者思考の変化をあげた。Pays

to be Greenという環境性の高い製品を好む

ニッチな層が現れはじめ、さらに企業の消費

者の啓蒙活動によって、コストをライフサイ

クルで考えるようになり、エネルギー消費の

少ない EV等環境製品に対するWTPが伸び

たことが理由である。ライフサイクル思考の

啓蒙は、政策レベルでも行われつつあり、日

PAYSや、英グリーンニューディールという

新しい手法を例示した。

　最後に、ルームエアコンや照明器具の例を

もとに、企業間競争において、機能→環境性

能→付加価値と差別化戦略が変遷することを

示した。現在自動車産業は環境性能による差

別化の段階であるが、ハイブリッド車の登場

など、環境性能が極限まで高まりつつある現

在において、環境性能が競争ポイントになら

ず、その他の付加価値での勝負になる電気自

動車に移行しつつあることを述べた。特に付

加価値化の流れにおいて、CASEのトレンド

がより電気自動車への企業戦略の移行を促進

している可能性があることを示した。　

5 理論的な説明

　最後に第 4章において、企業の EVシフ

トの理論的な説明を試みた。ある市場に同一

機能で割高な EVのような製品を導入する状

況において、EVが市場を取るようになる生

産量 q∗が存在しうることを示した。
　同一の市場に従来車と EV を投入する。

x(t) を EV の累積生産量、q(t) を一定期

間の生産量（ẋ(t) = q(t)）であるとする。

EV の費用曲線 C は経験効果を受けるの

で、C[q(t), x(t)] と表される。EV 生産に

よる収入は R(q) である。従来車は EV に

シェアを奪われるすなわち q に依存すると

すると、o を従来車として、企業の利潤最

大化は、期間 T、r を金利、利潤を Π(t) =

Ro[f(q)]−Co[f(q)]+R[q]−C[q, x]として、

以下のようにかける。

Max.

∫ T

0

e−rtΠ(t)dt

s.t. ẋ(t) = q(t) x(0) = 0

EVシフトをする必要条件は、

∃q∗ in 0 < q < qmax,

(MR−MC)− (MRo −MCo)

−
∫ T

t

e−r(τ−t)(
∂C

∂x
(τ))dτ > 0 (1)

である。MR は t での限界収入 ∂R
∂x を示し、

MC も同様である。qmax は単位期間におけ

る需要限界であり、製品の市場規模と新製品

の機能に依存する。例えば、充電距離の制限

があると qmax は現在の従来車のシェアより

小さくなるし、qmax が上がる可能性もある。

さらに経験効果 ∂C
∂x は負なので、MR−MC

の値と MRo − MCo と比較が問題となる。

そこで概念を図 3で表す。実線がMR、点線

がMC、黒色が従来車、赤色が EVである。

EVのMRの形状は、環境に優しい製品を選



好する層存在する一方、裾野には充電距離等

の限界があることを示す。

　 企業の EV シフトの意思決定について説

明する。青色の点がそれぞれの現在の生産量

である。矢印のように、EVの生産を増加す

るに従って従来車の売り上げは減少する。こ

れは一般的には企業にとって損だが、式 1の

経験効果を期待できる場合、将来の利益獲得

を見越して q の増加を目指すことがありう

る。∂C
∂x が大きい、すなわち経験効果が大き

いか、長期投資の発展などによって T が長く

なるほど、EVシフトを起こしやすい。しか

し、ある一定限度まで価格低下がおこってい

ることが必要である。さらに、図 4に示すよ

うなコスト低下および消費者のWTP変化に

よって、企業の EVシフトによる利益が増大

することも説明できる。

図 3: EV生産量増の影響

図 4: コスト減とWTP変化

　最後に、EV特有の要因 CASEについて

は、将来のポテンシャルを V (> 0) として、∫ T

0
e−rtV (t)dtを式 1の最後に追加すること

で説明できることを示した。　

6 今後の展望

　本研究における今後の発展としては、理

論の定量的な評価になるだろう。需要構造か

ら収入関数を定義し、費用関数を定義できれ

ば、定量的な評価が可能である。さらには、

この理論を EVと同様に、より環境性能の良

い技術で代替するケースにおいて、適用する

ことは可能だろう。さらには、国による違い

の考慮も考えればより現実的な分析になる。

日本においては古くから戦略的社会性の概念

が備わっているのに対し、英米ではよりコス

トにシビアである。さらに、欧州がよりサス

テナビリティへの志向が強いことも理論に加

えることが可能であろう。
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